
復興（震災・原発事故）関連事業    平成２５年度：ＮＰＯ関連予算総括表 

省庁名 内閣府 
                                                                
連

番 事業名 
新・継

区分 
施策・事業概要 

25 年度予算額

(百万円) 

24 年度予算

額 

(百万円) 

補助率 実施主体 公募スケジュール 申請方法 照会窓口 
24 年度 NPO

への実績 
備考 

1 

ＮＰＯ等

の運営力

強化を通

じた復興

支援事業 

新規

NPO 等が主体となった東日本

大震災からの復興や被災者支

援を推進するため、NPO 等の

運営力強化に向けた取組への

支援を行う。 
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①復興

支援の

担い手

の基礎

的能力

強化事

業：岩手

県、宮城

県、福島

県、 

 

②復興

支援の

担い手

の運営

力強化

実践事

業：NPO

法人、自

治会、社

会福祉

法人、協

議会等 

平成 25 年度

予算成立後、

岩手県、宮城

県、福島県に

おいて順次公

募を実施 

岩手県、宮

城県、福島

県の窓口

に対して

申請 

内閣府政策統

括官（経済社

会システム担

当）付参事官

（社会基盤担

当）付 

03-3581-0511

－ 

本事業の

支援対象

者は、岩手

県、宮城

県、福島県

において

復興支援

や被災者

支援を行

うNPO等及

び上記3県

以外で被

災者支援

を行う NPO

等。 

Ｐ１参照 



2 

新しい公

共支援事

業 

 

終了

「新しい公共」の担い手とな

る NPO 等の自立的活動を後押

しするため、NPO 等の活動基

盤整備や寄附募集等の支援を

行うとともに、NPO と地方公

共団体等が協働する先進的取

組（モデル事業）を実施。 

－ － 定額
都道府

県等 

都道府県毎に

公募 
－ 

内閣府政策統

括官（経済社

会システム担

当）付参事官

（社会基盤担

当）付 

03-3581-0511

執行済

額：約 88

億円（平

成 24 年 9

月末時

点） 

 

執行件

数：活動

基盤整備

等の支援

は、各都

道府県が

それぞれ

実施中。

新しい公

共の場づ

くりのた

めのモデ

ル事業採

択件数は

1,052 件

（平成 24

年 9 月末

時点） 

平成 24 年

度末まで

の時限的

な制度と

して、平成

22 年度補

正予算に

より全都

道府県に

計 87.5 億

円を交付

して基金

を設置し

て事業を

実施。平成

23 年度第

三次補正

予算によ

り震災対

応として

岩手県、宮

城県、福島

県に計 8.8

億円を追

加交付。 

Ｐ２参照 

3 

復興支援

型地域社

会雇用創

造事業 

 

終了

被災地における起業と雇用を

創造するため、社会的課題を

解決するための新規性のある

事業を行う「社会的企業」の

起業や「社会的企業」を担う

人材の育成を支援。 

－ － － 

一般財

団法人

ニュー

メディ

ア開発

協会 

２４年度末ま

での事業のた

め、今後の公

募予定なし 

－ 

内閣府政策統

括官（経済財

政運営担当）

付 

産業・雇用担

当 

－ 

２３年度

３次補正、

２４年度

末までの

基金事業 

Ｐ３参照 

合計  

(内数事業を除く) 

― ― (増減額) 
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(増減率％)

－ 

 

 

 

― ― ― ― ― ― ― 

 



ＮＰＯ等の運営力強化を通じた復興支援事業
平成25年度予算案：２．６億円（新規）【復興庁一括計上予算】

○ 東日本大震災の被災地等においては、ＮＰＯ等（自治会、社会福祉法人、協議会等を含む）が復興支援や被災者支援において大きな役
割を果たしてきており、今後、被災地の復興が本格化するに当たって更なる活躍が期待されるところであるが、経営基盤が脆弱であるな
どの課題を抱え、円滑な運営のためのノウハウの修得を必要とするＮＰＯ等が多い。

○ 被災地の復興には中長期にわたる支援が必要とされており、個人・民間企業等からの資金調達に対するインセンティブを高めるなど、
復興や被災者支援に自立的かつ継続的に取り組む担い手の育成が必要。

(1)復興支援の担い手の基礎的能力強化事業

中間支援組織等を通じた個別のＮＰＯ等の基礎的能力向上
を目的とした講習会や個別指導等

（取組内容）

① 資金獲得、ＮＰＯ会計基準、認定ＮＰＯ取得、ＩＣＴ活用に
よる情報発信等のノウハウ修得セミナー、講習会の実施

② 協働の取組の促進のための、ＮＰＯと民間企業、他団体等と
の交流 等

自立して活動できる担い手による、中・長期的な復興・被災者支援の継続

背 景

内閣府

交付金（補助率：2/3）

事業概要

設立間もないＮＰＯ等や経営基盤の脆弱なＮＰＯ等の基礎的
経営能力の向上 人材育成やネットワーク形成による復興・被災者支援を担う中核的ＮＰＯ等の育成

高い運営力を有するＮＰＯ等の育成

岩手県、宮城県、福島県に交付し、3県が実施

(2)復興支援の担い手の運営力強化実践事業

3県が実施する復興・被災者支援（３県から他県に避難されている方々への支
援を含む）や「子ども・被災者支援法」に基づく被災者支援等のうち、ＮＰＯ
等の運営力強化を図ることを内容とする以下に示すテーマ等に係る先駆的な取
組に限定して支援。

（支援テーマ例）
① 支援活動の実践を通じたＮＰＯ等の人材育成（例：避難者の就業支援や被災者
のカウンセリング、まちづくり等の専門家の養成）

② 支援活動を行うＮＰＯ等間のネットワークの形成（例：支援ニーズの共有・
マッチング、ノウハウの移転、復興拠点の構築、中間支援組織の強化・育成）

１



２

新しい公共支援事業
（平成22年度補正予算87.5億円、平成23年度3次補正予算8.8億円（事業期間は平成24年度末まで））

基本スキーム

特定非営利活動法人等を
後押しする事業を実施

交付金
国

地域の
特定非営利活動法人等

学識経験者、特定非営利活動法
人等、民間企業、金融機関、公認
会計士等で構成する、透明性の高
い官民協働の仕組み

運営委員会

連絡調整

事業のガイド
ライン作成、
事業の評価 等

新しい公共支援
事業運営会議

都道府県

基本方針・事業
計画の検討、個別
事業の選定 等

基金

事業実績等

＜主な支援内容＞
○ 特定非営利活動法人等の基盤整備等

（財務諸表の作成、認定取得、寄附募集の支援 等）
○ 新しい公共の場づくりのためのモデル事業等

（多様な担い手（特定非営利活動法人、自治会、社会福祉法
人、行政等）が協働し、地域の諸課題の解決を図る取組）

○ 本制度は、平成24年度までの時限的な制度として
創設。

○ また、平成24年度行政事業レビュー公開プロセス
において、廃止の判定を受けたところ。

 「新しい公共」の拡大と定着を図るため、各都道府県に交付金を配分して基金を設置し、特定非営利活動法人等
の活動基盤整備や寄附募集の支援等を行うとともに、特定非営利活動法人、地方公共団体、企業等が協働する
取組を支援することにより、「新しい公共」の担い手となる特定非営利活動法人等の自立的活動を後押し。

 東日本大震災の被災者支援や震災復興を行う特定非営利活動法人等を支援するため、平成23年度第3次補正
予算により、岩手県、宮城県及び福島県の基金を積み増した。

○ 平成22年度補正予算（87.5億円）及び平成23
年度3次補正予算（8.8億円）の合計額96.3億円
のうち、実施済額は約88億円（92％）※。

※ 各都道府県の運営委員会で採択決定済みのＨ24年度モデル事業に係る
金額を含む。括弧内は事業費ベースの進捗率。

○ モデル事業を全国で1,052件実施

（データはいずれもH24年9月末時点）



◆被災地における起業と雇用を創造するため、社会的課題を
解決するための新規性のある事業を行う「社会的企業」の起
業や「社会的企業」を担う人材の育成を支援します。

◆「地域社会雇用創造事業」（平成２１年度補正予算７０億円）
の実績を踏まえ、被災地での起業支援と復興に役立つ人材
の育成を重点的に支援します。

復興支援型地域社会雇用創造事業（内閣府政策統括官（経済財政運営担当）付 産業・雇用担当）

平成２３年度三次補正予算額 ３２．０億円

５ 復興施策
（２）地域における暮らしの再生
④復興を支える人材の育成
（ⅰ）被災地における当面の復旧事業に係る人材のニー
ズや、震災後の産業構造を踏まえ、介護や環境・エネル
ギー、観光分野等の成長分野における職業訓練の実施や、
訓練定員の拡充、産業創出を担う人材の育成等を行う。

国
基金

事業イメージ・具体例復興基本方針

＜社会的企業支援基金＋延長＞

事業主体

②社会的企業人材創出イ
ンターンシップ
・研修とインターンシップに
よって、被災地の復興に役
立つ人材育成を実施しま
す。
・２０００人程度の人材育成

を目標とします。

・・・
・・・

事業主体

事業主体

事業主体

事業主体は、公募により選定します。被災地のＮＰＯ等又はこれ
と連携しているＮＰＯ等に限ります。

①社会起業インキュベー
ション
・復興に資する被災地での
起業を、コンペティションで
選定し、起業のスタート
アップを支援します。
・６００人程度の起業を目
標とします。

事業概要・目的

基
金
設
置
法
人

＜社会的企業の事業の例＞
○被災地の復興に資する６次産業化分野での取り組み
○被災者の生活を支援する取り組み など
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